
      社会福祉法が改正（※）されたことに伴い、坂井市社協においても、定款変更や役

員（理事、監事）及び評議員の改選を行いました。社会福祉法人制度改革のねらい

や内容を踏まえ、市社協として、これまで以上に地域住民のみなさんや福祉関係者のみなさん

の信頼を得て、地域のために役割を発揮できるよう役職員一同頑張っていきたいと思いますの

で、よろしくお願いします。

“坂井市社協は、あなたと一緒にあなたらしい幸せづくりを目指します。”

坂井市社協事務局だより
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社協のＨＯＴな情報をお届けします！

むーぶ  

坂井市社協の第 7 期役員等が決まりました！

第 7 期 評議員

【任期】 H29.4.1～H32 年度にかかる
定時評議員会の終結の時まで

【評議員】       順不同、敬称略

本多 奥右衞門（社会福祉法人）
今田 一榮（老人クラブ）
高尾 誠（民間保育連盟）
酒井 重夫（校長会）
岡﨑 和惠（母子・父子団体）
柴田 正樹（人権擁護委員）
金  定基（医療・保健関係）
小林 正男（障がい者団体）
澤崎 悦子（保護司会）
田嶋 哲雄（女性・青年関係）
盛政 隆治（商工・企業関係）
佐原 邦男（町内会・自治会）
小林 敏彦（NPO・市民団体）
田中 正之（町内会・自治会）
荒木 淳市（NPO・市民団体）
西畑 毅 （町内会・自治会）
辻岡 喜代和（NPO・市民団体）
今田 健治（町内会・自治会）
稲葉 正裕（NPO・市民団体）

第 7 期 役員

【任期】 H29.6.5～H30 年度にかかる
定時評議員会の終結の時まで

【理事】       順不同、敬称略

会 長 内田 正義（学識経験者）
副会長 近藤 奏 （ 〃 ）

〃  関  輝勝（支部社協）
〃  大霜 範子（ 〃 ）

常務理事 牧田 重雄（学識経験者）
理 事 金谷 知美（民生委員・児童委員）

〃  小林 美宏（ 〃 ）
〃  尾崎 司 （社会福祉施設）
〃  斉藤 道広（福祉委員）
〃  上杉 秋良（ 〃 ）
〃  西岡 善慧（農協）
〃  伊藤 進 （ボランティア）
〃  増尾 幹彦（ 〃 ）
〃  谷根 英一（学識経験者）
〃  渡邉 雅彦（行政職員）

【監事】
岡本 正一（地域福祉関係者）
前川 富士雄（学識経験者）

【顧問】       順不同、敬称略

坂本 憲男（坂井市長） 伊藤 聖一（坂井市議会議長） 吉田昭宣（前市社協会長）
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【 ふくしの動き 】

【 社協の主な予定 】
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社会福祉法人制度改革（社会福祉法改正）とは？

平成 28 年 3 月 31 日に成立した社会福祉法等の一部を改正する法律により、「経営組織のガバナ

ンスの強化」、「事業運営の透明性の向上」、「財務規律の強化」、「地域における公益的な取組」をポ

イントに社会福祉法人制度の見直しが行われました。 今回の改正は、社会福祉法人制度の大改革だ

といえます。（一部の条文を除き、法改正の施行は、平成 29 年 4 月 1 日からです。）

この背景には、今日、社会福祉が、国民すべての社会的な自立支援をめざすものであるにも関わ

らず、社会の公器である社会福祉法人の経営実態が積極的に公開されてこなかったり、経営組織の

ガバナンスや財務規律が十分に確立されてこなかったこと等が一因として考えられます。

社協としては、社会福祉法人の一員としてはもちろんのこと、地域福祉を推進する高い公益性を

求められる組織として、今回の法改正をチャンスとして、ますます多様化・複雑化する地域の課題

に対応していくために地域の福祉関係者との協働を一層強めていきます。

＊経営組織のあり方の見直し（評議員会の必置およびその議決機関化）
＊事業運営の透明性の向上（情報公開の対象拡大とルールの明確化、法人会計基準の省令化）
＊財務規律の強化（法人が役員等に、「特別の利益」を与えることの禁止）
＊地域における公益的な取組みを実施する責務の規定（努力義務）
＊内部留保の明確化と福祉サービスへの再投下（社会福祉法人の内部留保の肥大化・不透明化

に対する批判に応える措置）
＊行政の関与のあり方（行政の指導監督機能の強化）


